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２
０
０
３
年
度
の
住
宅
を
取
り
巻
く
取
得
環

境
は
、
低
価
格
、
低
金
利
、
各
種
税
制
の
優
遇

措
置
等
に
よ
り
、
引
き
続
き
良
好
で
あ
る
も
の

の
、
消
費
者
・
家
計
を
取
り
巻
く
雇
用
・
所
得

環
境
は
、
先
行
き
不
透
明
感
が
い
ま
だ
拭
え
ず
、

消
費
者
の
購
買
意
欲
は
、
依
然
、
弱
含
み
の
状

況
が
続
い
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
当
初
の
新
住
宅
ロ
ー

ン
減
税
制
度
の
入
居
対
象
期
限
が
03
年
12
月
末

（
延
長
決
定
、
詳
細
は
後
述
）
で
あ
っ
た
た
め
、

03
年
度
の
住
宅
着
工
戸
数
は
前
年
度
に
引
き
続

き
低
水
準
で
あ
る
も
の
の
、
駆
け
込
み
着
工
の

影
響
も
あ
り
、
前
年
度
比
０
・
３
％
増
の
１
１

４
・
９
万
戸
程
度
で
、
４
年
ぶ
り
に
前
年
度
を

上
回
る
水
準
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る（
図
表
１
）。

03
年
度
の
住
宅
着
工
の
動
向
を
利
用
関
係
別

に
み
る
と
、
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

持
家
は
、
12
ヵ
月
続
い
て
い
た
前
年
同
月
比

の
マ
イ
ナ
ス
傾
向
が
、
03
年
６
月
に
よ
う
や
く

プ
ラ
ス
に
転
じ
、
８
月
以
降
は
３
ヵ
月
連
続
で

プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
、
前
述
の
と
お
り
、

当
初
の
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
の
期
限
切
れ
を

睨
ん
だ
駆
け
込
み
着
工
が
発
生
し
た
こ
と
が
主

な
要
因
で
あ
る
。

ま
た
、
６
月
の
大
幅
増
は
、
シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス

症
候
群
対
策
を
盛
り
込
ん
だ
改
正
建
築
基
準
法

が
７
月
に
施
行
さ
れ
、
７
月
以
降
の
着
工
建
築

物
に
は
規
制
が
強
化
（
建
設
コ
ス
ト
ア
ッ
プ
）

さ
れ
る
こ
と
か
ら
さ
ら
に
駆
け
込
み
着
工
が
発

生
し
、
８
月
〜
10
月
は
住
宅
ロ
ー
ン
金
利
の
先

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
延
長
で
再
び
駆
け
込
み
需
要
。

買
い
換
え
層
へ
は
さ
ら
な
る
支
援
策
が
必
要

㈱
住
信
基
礎
研
究
所

副
主
任
研
究
員

山
口
光
昭
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図表1 住宅着工戸数の推移

国土交通省「建築着工統計」より

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
等
の
駆
け
込
み
着
工
で
、

持
家
と
分
譲
住
宅
の
一
戸
建
て
が
増
加
し
た
03
年
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み
が
み
ら
れ
て
い
た
住
宅
市
場
の
中
で
、
唯
一
、

堅
調
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
前
述
の
大
量
着
工

の
影
響
も
あ
り
、
空
室
が
増
加
傾
向
と
な
る
な

ど
供
給
過
剰
感
が
み
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

03
年
度
は
７
月
〜
11
月
ま
で
５
ヵ
月
連
続
で
前

年
同
月
を
下
回
る
な
ど
減
速
感
が
み
ら
れ
る
。

以
上
よ
り
、
03
年
度
の
貸
家
は
対
前
年
度
比

２
・
１
％
減
の
44
・
５
万
戸
程
度
に
な
る
と
見

込
ま
れ
る
（
図
表
３
）。

分
譲
住
宅
は
、
03
年
度
に
入
り
、
前
年
同
月

前年同月比� 着工戸数�
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高
観
が
あ
っ
た
こ
と
な
ど
が
需
要
を
後
押
し
し

た
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
駆
け
込
み
着
工
の

反
動
に
よ
り
、
11
月
、
12
月
は
、
再
び
前
年
同

月
を
下
回
る
水
準
と
な
り
、
こ
の
傾
向
は
、
04

年
１
月
〜
３
月
も
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

以
上
よ
り
、
03
年
度
の
持
家
は
、
対
前
年
度
比

１
・
０
％
増
の
36
・
９
万
戸
程
度
に
な
る
と
見

込
ま
れ
る
（
図
表
２
）。

一
方
、
貸
家
は
、
01
年
度
、
02
年
度
と
２
年

連
続
で
対
前
年
度
比
増
と
な
る
な
ど
、
落
ち
込

を
上
回
る
月
が
多
く
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、

一
戸
建
て
の
着
工
が
増
加
し
て
い
る
た
め
で
あ

る
。
持
家
同
様
、
一
戸
建
て
の
場
合
は
、
当
初

の
新
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
の
期
限
切
れ
や
改

正
建
築
基
準
法
を
睨
ん
だ
駆
け
込
み
着
工
が
増

加
し
た
た
め
で
あ
る
。

一
方
、
マ
ン
シ
ョ
ン
は
需
要
が
弱
含
み
で
あ

る
と
と
も
に
、
在
庫
増
へ
の
懸
念
か
ら
、
年
度

前
半
は
前
年
同
月
を
下
回
る
水
準
が
続
い
た
。

し
か
し
、
04
年
以
降
の
新
た
な
住
宅
ロ
ー
ン
減

税
制
度
が
発
表
さ
れ
た
こ

と
に
よ
り
、
12
月
は
前
年

同
月
を
大
き
く
上
回
る
な

ど
、
当
初
の
住
宅
ロ
ー
ン

減
税
が
維
持
さ
れ
る
04
年

末
入
居
を
め
ざ
し
た
駆
け

込
み
着
工
が
年
度
後
半
ま

で
続
く
と
予
想
さ
れ
る
。

以
上
よ
り
、
03
年
度
の
分

譲
住
宅
は
、
対
前
年
度
比

３
・
２
％
増
の
32
・
６
万

戸
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る

（
図
表
４
）。

※
03
年
度
の
予
測
値：

03

年
４
月
〜
12
月
ま
で
の

実
績
値
等
を
も
と
に
、

㈱
住
信
基
礎
研
究
所
が

予
測

図表2 持家着工戸数と前年同月比の推移（2000年1月～03年12月実績）
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図表4 分譲住宅着工戸数と前年同月比の推移（2000年1月～03年12月実績）

国土交通省「建築着工統計」より



に
と
ど
ま
り
、
高
止
ま
り
の
状
況
が
続
い
て
い

る
。
04
年
度
の
見
通
し
は
、
雇
用
者
報
酬
が
対

前
年
度
比
０
・
３
％
増
、
完
全
失
業
率
が
５
・

１
％
で
、
雇
用
・
所
得
環
境
と
も
に
回
復
の
兆

し
は
み
ら
れ
る
も
の
の
、
依
然
、
厳
し
い
状
況

が
続
く
と
予
想
さ
れ
て
い
る
（
図
表
５
）。
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そ
れ
で
は
、
２
０
０
４
年
度
の
住
宅
着
工
は

ど
の
よ
う
な
展
開
を
み
せ
る
の
だ
ろ
う
か
。
着

工
戸
数
は
１
９
９
６
年
度
の
１
６
３
万
戸
を
ピ

ー
ク
に
お
お
む
ね
減
少
傾
向
で
推
移
し
、
２
０

０
１
年
度
は
１
１
７
・
３
万
戸
、
02
年
度
は
１

１
４
・
５
万
戸
、
03
年
度
は
駆
け
込
み
需
要
が

あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
１
１
４
・
９
万
戸

（
見
込
み
）
に
留
ま
り
、
１
９
６
７
年
以
来
の

１
１
０
万
戸
割
れ
の
足
音
が
近
づ
い
て
き
て
い

る
。２

０
０
４
年
度
の
政
府
の
経
済
見
通
し
を
み

る
と
、
国
内
総
生
産
の
実
質
成
長
率
は
１
・

８
％
程
度
と
し
て
お
り
、
03
年
度
実
績
見
込
み

の
２
・
０
％
よ
り
も
低
い
。
ま
た
、
民
間
住
宅

投
資
も
対
前
年
度
比
０
・
１
％
程
度
の
減
少
と

予
測
し
て
い
る
。

一
方
、
雇
用
・
所
得
環
境
に
お
い
て
も
、
企

業
業
績
は
回
復
基
調
に
あ
る
も
の
の
、
こ
れ
ら

が
社
員
等
に
還
元
さ
れ
る
ま
で
に
は
至
っ
て
お

ら
ず
、
賃
金
は
引
き
続
き
減
少
傾
向
で
推
移
し
、

03
年
平
均
の
給
与
総
額
指
数
は
前
年
比
０
・

４
％
の
ダ
ウ
ン
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
完
全

失
業
率
は
５
・
３
％
で
、
過
去
最
大
の
失
業
率

で
あ
っ
た
02
年
か
ら
０
・
１
ポ
イ
ン
ト
の
改
善

04
年
度
は
１
１
３
・
７
万
戸
程
度
の
見
込
み
。

再
び
駆
け
込
み
需
要
あ
り

こ
の
よ
う
な
経
済
環
境
下
で
は
、
04
年
度
の

住
宅
着
工
は
落
ち
込
む
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
が
、

03
年
末
ま
で
の
入
居
者
を
対
象
と
し
て
い
た
住

宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
が
04
年
以
降
も
延
長
さ
れ

る
と
い
う
明
る
い
話
題
が
舞
い
込
ん
で
き
た
。

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
は
、
多
く
の
住
宅
取
得

者
が
対
象
と
な
る
制
度
で
あ
る
た
め
、
住
宅
着

工
に
与
え
る
影
響
は
大
き
い
。

新
た
な
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
は
、
対
象
期

間
が
04
年
〜
08
年
ま
で
の
５
年
間
で
、
04
年
は

前
回
の
減
税

規
模
が
維
持

さ
れ
る
が
、

05
年
以
降
、

段
階
的
に
縮

小
さ
れ
る
こ

と
と
な
っ
た
。

具
体
的
に
は
、

04
年
は
、
今

ま
で
の
制
度

同
様
、
控
除

期
間
は
10
年

間
で
借
入
金

の
年
末
残
高

が
５
０
０
０

万
円
以
下
の

部
分
に
１
％

の
控
除
率
と

92
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ほ
ど
で
は
な
い
も
の
の
、
04
年
に
お
い
て
も
、

再
び
、
駆
け
込
み
需
要
が
起
こ
る
と
思
わ
れ
る
。

以
上
を
踏
ま
え
、
04
年
度
の
住
宅
着
工
は
、

新
た
な
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
の
段
階
的
な
縮

小
に
伴
う
駆
け
込
み
需
要
が
再
び
起
こ
る
も
の

の
、
雇
用
・
所
得
環
境
が
依
然
厳
し
い
状
況
が

続
く
こ
と
か
ら
、
家
計
マ
イ
ン
ド
の
浮
上
は
見

込
め
ず
、
対
前
年
度
（
見
込
み
）
比
１
・
０
％

減
の
１
１
３
・
７
万
戸
程
度
と
予
想
す
る
。

20

な
る
が
、
05
年
は
借
入
金
の
年
末
残
高
が
４
０

０
０
万
円
以
下
の
部
分
に
、
１
年
目
〜
８
年
目

ま
で
１
％
、
９
年
目
お
よ
び
10
年
目
は
０
・

５
％
の
控
除
率
と
な
り
、
06
年
以
降
も
前
頁
図

表
６
の
と
お
り
、
さ
ら
に
段
階
的
に
縮
小
さ
れ

る
こ
と
と
な
る
。
借
入
金
額
に
よ
っ
て
は
、
減

少
幅
は
少
な
い
も
の
の
、
住
宅
購
入
希
望
者
は
、

少
し
で
も
税
制
等
が
有
利
な
時
に
購
入
し
た
い

と
考
え
る
層
が
多
い
と
思
わ
れ
る
た
め
、
03
年

２
０
０
４
年
度
の
住
宅
着
工
を
利
用
関
係
別

に
み
る
と
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

持
家
は
、
中
心
層
で
あ
る
従
前
住
宅
の
建
て

替
え
層
と
マ
ン
シ
ョ
ン
等
か
ら
の
買
い
換
え
層

が
と
も
に
低
迷
し
て
い
る
こ
と
が
、
近
年
の
着

工
戸
数
の
減
少
傾
向
に
大
き
く
影
響
し
て
い
る
。

住
宅
金
融
公
庫
「
公
庫
融
資
利
用
者
調
査
報

告
」
に
よ
る
と
、
マ
イ
ホ
ー
ム
新
築
融
資
利
用

者
の
建
て
替
え
層
の
シ
ェ
ア
は
、
１
９
９
６
年

度
に
は
全
国
で
45
・
８
％
を
占
め
て
い
た
も
の

の
、
２
０
０
２
年
度
に
は
30
・
１
％
ま
で
減
少

し
て
い
る
。
建
て
替
え
層
の
多
く
は
団
塊
世
代

で
あ
り
、
雇
用
・
所
得
環
境
の
不
安
、
さ
ら
に

は
年
金
改
革
等
の
不
安
か
ら
建
て
替
え
を
控
え

ス
メ
ー
カ
ー
等
も
同
世
代
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し

た
商
品
企
画
に
力
を
入
れ
て
お
り
、
住
宅
ロ
ー

ン
減
税
の
段
階
的
な
縮
小
も
追
い
風
と
な
る
こ

と
か
ら
、
こ
れ
ら
世
代
の
需
要
の
増
加
は
見
込

め
る
。
以
上
を
踏
ま
え
、
04
年
度
の
持
家
は
、

対
前
年
度
比
１
・
１
％
減
の
36
・
５
万
戸
程
度

と
予
想
す
る
。

貸
家
は
、
大
量
着
工
が
続
い
た
こ
と
か
ら
、

市
場
全
体
で
は
供
給
過
剰
感
が
み
ら
れ
る
。
し

か
し
な
が
ら
、
低
金
利
、
建
築
費
安
定
な
ど
投

資
環
境
は
良
好
で
あ
り
、
さ
ら
に
年
金
改
革
等

に
対
す
る
将
来
へ
の
不
安
や
ペ
イ
オ
フ
対
策
等

が
絡
み
、
土
地
所
有
者
の
投
資
意
欲
は
衰
え
て

る
人
の
割
合
が
高
ま
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。

ま
た
、
（社）
不
動
産
流
通
経
営
協
会
が
実
施
し
た

「
不
動
産
流
通
業
に
関
す
る
消
費
者
動
向
調
査
」

に
よ
る
と
、
買
い
換
え
で
含
み
損
の
あ
る
世
帯

の
割
合
は
、
１
９
９
９
年
調
査
で
７
割
、
２
０

０
３
年
調
査
で
は
８
割
を
占
め
て
お
り
、
マ
ン

シ
ョ
ン
等
か
ら
の
買
い
換
え
の
多
く
は
、
地
価

下
落
等
に
よ
り
、
住
宅
の
含
み
損
を
抱
え
て
い

る
こ
と
か
ら
、
買
い
換
え
意
欲
が
減
退
し
て
い

る
（
図
表
７
）。

持
家
の
中
心
で
あ
る
両
者
の
需
要
は
、
景
気

状
況
等
を
考
慮
す
る
と
、
04
年
度
は
さ
ら
に
減

少
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
し
か
し
、
団
塊
ジ

ュ
ニ
ア
を
は
じ
め
と
す
る
30
歳
代
に
戸
建
志
向

が
復
活
し
つ
つ
あ
り
、
そ
れ
に
呼
応
し
、
ハ
ウ

持
家
36
・
５
万
戸
、
貸
家
44
・
４
万
戸
、

分
譲
住
宅
32
・
０
万
戸
と
予
想

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1995年�
（n=178）�

1997年�
（n=142）�

1999年�
（n=179）�

2001年�
（n=124）�

2002年�
（n=125）�

2003年�
（n=174）�

売却損� 損得なし� 売却益�

図表7 買い換え層の売却損発生の割合

（社）不動産流通経営協会「不動産流通業に関する消費者動向調査」
より（※有効回答のみで集計）

●
持
家

●
貸
家
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は
い
な
い
。
ま
た
、
建
設
を
手
掛
け
る
ハ
ウ
ス

メ
ー
カ
ー
等
も
、
戸
建
て
住
宅
事
業
と
並
ぶ
収

益
の
柱
と
す
る
た
め
、
賃
貸
住
宅
の
受
注
を
強

化
し
て
お
り
、
土
地
所
有
者
の
賃
貸
住
宅
経
営

を
後
押
し
し
て
い
る
。

一
方
、
東
京
都
区
部
を
中
心
に
大
都
市
圏
に

限
っ
て
み
る
と
、
不
動
産
証
券
化
市
場
の
拡
大
、

オ
フ
ィ
ス
の
「
２
０
０
３
年
問
題
」
等
を
背
景

に
、
不
動
産
投
資
フ
ァ
ン
ド
が
良
質
な
賃
貸
マ

ン
シ
ョ
ン
を
求
め
る
動
き
が
加
速
し
て
お
り
、

デ
ィ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
等
が
フ
ァ
ン
ド
向
け
に
一
定

規
模
以
上
の
賃
貸
マ
ン
シ
ョ
ン
を
開
発
す
る
ケ

ー
ス
が
増
加
し
て
い
る
。

以
上
を
踏
ま
え
、
03
年
度
の
貸
家
は
、
大
量

着
工
が
続
い
て
い
る
も
の
の
、
土
地
所
有
者
や

不
動
産
投
資
フ
ァ
ン
ド
の
投
資
意
欲
が
安
定
し

て
い
る
た
め
、
お
お
む
ね
前
年
度
並
み
の
水
準

と
な
る
対
前
年
度
比
０
・
２
％
減
の
44
・
４
万

戸
程
度
と
予
想
す
る
。

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
市
場
は
、
販
売
に
翳
り
が

み
ら
れ
る
も
の
の
、
㈱
不
動
産
経
済
研
究
所
の

04
年
の
供
給
予
測
で
は
、
首
都
圏
で
８
万
５
０

０
０
戸
程
度
（
前
年
は
８
万
３
１
８
３
戸
）
、

近
畿
圏
で
３
万
２
０
０
０
戸
程
度
（
前
年
は
３

万
１
２
５
８
戸
）
と
な
っ
て
お
り
、
前
年
よ
り

や
や
増
加
す
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。
ま
た
、

大
手
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
等
で
は
、
こ
こ
１
〜
２

住
宅
市
場
の
本
格
的
な
回
復
に
は
、

買
い
換
え
層
へ
の
新
た
な
優
遇
制
度
が
必
要

年
、
用
地
取
得
の
人
員
を
拡
充
す
る
な
ど
、
供

給
意
欲
は
衰
え
て
い
な
い
。
し
か
し
、
在
庫
は

再
び
増
加
基
調
で
推
移
し
て
お
り
、
ま
た
、
販

売
を
先
送
り
し
て
い
る
物
件
も
多
く
、
こ
れ
ら

物
件
の
販
売
が
不
調
で
あ
っ
た
場
合
は
、
着
工

抑
制
の
動
き
が
出
て
く
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。

一
方
、
分
譲
一
戸
建
て
市
場
は
、
首
都
圏
で

は
、
昨
年
、
販
売
が
好
調
で
あ
っ
た
こ
と
に
加

え
、
近
郊
部
で
は
マ
ン
シ
ョ
ン
販
売
に
翳
り
が

み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
大
手
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
パ
ー

を
中
心
に
徐
々
に
販
売
物
件
を
増
加
す
る
動
き

も
み
ら
れ
る
。
ま
た
、
マ
ン
シ
ョ
ン
に
比
べ
劣

っ
て
い
た
商
品
開
発
も
近
年
強
化
さ
れ
て
お
り
、

戸
建
て
志
向
が
増
加
し
つ
つ
あ
る
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア

を
は
じ
め
と
す
る
30
歳
代
か
ら
の
注
目
度
は
高
い
。

以
上
を
踏
ま
え
、
04
年
度
の
分
譲
住
宅
は
、

マ
ン
シ
ョ
ン
は
前
年
度
を
下
回
る
も
の
の
、
一

戸
建
て
は
前
年
並
み
の
水
準
を
維
持
し
、
対
前

年
度
比
１
・
８
％
減
の
32
・
０
万
戸
程
度
と
予

想
す
る
。

※
04
年
度
の
予
測
値：

各
種
デ
ー
タ
等
を
も
と

に
、
㈱
住
信
基
礎
研
究
所
が
予
測

前
述
の
通
り
、
２
０
０
４
年
度
の
住
宅
着
工

は
、
景
気
は
回
復
基
調
に
あ
る
も
の
の
、
こ
れ

ら
が
個
人
消
費
に
反
映
さ
れ
る
ま
で
に
は
至
ら

ず
、
再
び
前
年
度
を
下
回
る
と
と
も
に
、
近
年

で
は
最
も
低
い
水
準
に
な
る
と
予
想
す
る
。

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
制
度
の
延
長
は
住
宅
投
資

の
追
い
風
に
な
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
が
、
同

制
度
の
適
用
期
限
内
で
も
あ
っ
た
２
０
０
０
〜

02
年
度
は
景
気
が
停
滞
し
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、

３
年
連
続
し
て
前
年
水
準
を
下
回
り
、
最
終
年

で
あ
っ
た
03
年
度
も
前
年
並
み
の
水
準
に
留
ま

る
な
ど
、
同
制
度
だ
け
で
は
住
宅
市
場
の
本
格

的
な
回
復
は
見
込
め
な
い
。

そ
の
た
め
、
今
後
、
住
宅
投
資
を
本
格
的
に

回
復
さ
せ
る
た
め
に
は
、
全
般
的
な
景
気
対
策

は
当
然
で
は
あ
る
が
、
買
い
換
え
層
に
対
す
る

さ
ら
な
る
支
援
策
が
必
要
と
思
わ
れ
る
。

現
在
、
買
い
換
え
層
に
対
し
て
は
、
譲
渡
損

失
の
繰
越
控
除
制
度
が
あ
る
が
、
特
に
バ
ブ
ル

期
前
後
に
住
宅
を
取
得
し
た
層
は
、
買
い
換
え

時
の
損
失
が
大
き
く
、
同
制
度
だ
け
で
は
な
か

な
か
買
い
換
え
に
至
っ
て
い
な
い
の
が
現
状
で

あ
る
。
子
供
の
成
長
等
に
伴
い
、
広
い
住
宅
へ

の
買
い
換
え
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
の
層

を
動
か
す
こ
と
が
で
き
る
か
が
、
今
後
の
住
宅

市
場
の
カ
ギ
に
な
る
だ
ろ
う
。

●
分
譲
住
宅


